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（単位　円）

１ 営業収益

（１）下水道使用料

（２）負担金

（３）その他営業収益

２ 営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）総係費

（４）流域下水道事業

　　　維持管理費

（５）減価償却費

（６）資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

（１）他会計負担金

（２）長期前受金戻入

（３）雑収益

４ 営業外費用

（１）支払利息及び

　　　企業債取扱諸費

（２）雑支出

経常損失

５ 特別利益

（１）過年度損益修正益

当年度純利益

前年度繰越欠損金

当年度未処分利益剰余金

令和５年度  成田市下水道事業損益計算書

( 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで )

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位　円）

１ 営業収益

（１）下水道使用料

（２）負担金

（３）その他営業収益

２ 営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）総係費

（４）流域下水道事業

　　　維持管理費

（５）減価償却費

（６）資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

（１）他会計負担金

（２）長期前受金戻入

（３）雑収益

４ 営業外費用

（１）支払利息及び

　　　企業債取扱諸費

（２）雑支出

経常損失

５ 特別利益

（１）過年度損益修正益

当年度純利益

前年度繰越欠損金

当年度未処分利益剰余金

令和５年度  成田市下水道事業損益計算書

( 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで )

その他未処分利益剰余金変動額



　

　

　

4,798,098,425 191,889,626 3,969,723 53,258,276 169,176,212

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

資本金への組入 0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,798,098,425 191,889,626 3,969,723 53,258,276 169,176,212

78,266,000 0 0 0 0

78,266,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

　

4,876,364,425 191,889,626 3,969,723 53,258,276 169,176,212

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　本　　剰　　余　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　剰　　　余　　　金　　　　　　　

県補助金 受益者負担金
受贈財産
評価額

当年度変動額

一般会計出資金の受入

減債積立金の取崩

当年度純利益

処分後残高

 議会の議決による処分額

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら

利益積立金繰入額

当年度末残高

当年度開始時残高

前年度処分額

　 資本金

令和５年度 成田市

国庫補助金

－8－



　

　

　

資本金への組入

減債積立金の積立

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　本　　剰　　余　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　剰　　　余　　　金　　　　　　　

県補助金 受益者負担金
受贈財産
評価額

当年度変動額

一般会計出資金の受入

減債積立金の取崩

当年度純利益

処分後残高

議会の議決による
処分額

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら

利益積立金繰入額

当年度末残高

当年度開始時残高

前年度処分額

　 資本金

令和５年度 成田市

国庫補助金

（単位 円）

△14,616,198 △8,644,447

（繰越欠損金）

△14,616,198 △8,644,447

△5,971,751

△5,971,751

　 （当年度未処分利益剰余金） 　

令和６年３月３１日まで）

下水道事業剰余金計算書

資本合計
その他

資本剰余金
未処分利益

剰余金
減債

積立金
利益剰余金

合計
資本剰余金

合計

利　益　剰　余　金
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（単位　円）

１ 固定資産

（１）有形固定資産

 イ  土地

 ロ  建物

     減価償却累計額 △76,568,344

 ハ  構築物

     減価償却累計額 △10,264,250,217

 ニ  機械及び装置

     減価償却累計額    減価償却累計額 △446,748,597

 ホ  工具、器具及び備品

     減価償却累計額    減価償却累計額 △223,200

 ヘ  建設仮勘定

     有形固定資産合計

（２）無形固定資産

 イ  施設利用権

     無形固定資産合計

（３）投資その他の資産

 イ  その他投資

     投資その他の資産合計

     固定資産合計

２ 流動資産

（１）現金預金

（２）未収金

     貸倒引当金 △4,000,000

（３）前払金

     流動資産合計

     資産合計

令和５年度  成田市下水道事業貸借対照表

 (令和６年３月３１日)

資  産  の  部
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（単位　円）

３ 固定負債

（１）企業債

イ  建設改良費等の財源に

    充てるための企業債

ロ  その他の企業債

    企業債合計

    固定負債合計

４ 流動負債

（１）企業債

イ  建設改良費等の財源に

    充てるための企業債

ロ  その他の企業債

    企業債合計

（２）未払金

（３）引当金

イ  賞与引当金

    引当金合計

（４）その他流動負債

    流動負債合計

５ 繰延収益

（１）長期前受金 　

    長期前受金収益化累計額 △9,615,950,323 　

    繰延収益合計

    負債合計

６ 資本金

７ 剰余金

（１）資本剰余金

イ  国庫補助金

ロ  県補助金

ハ  受益者負担金

ニ  受贈財産評価額

ホ  その他資本剰余金

    資本剰余金合計

（２）利益剰余金

イ　当年度未処分利益剰余金

    利益剰余金合計

　　剰余金合計

    資本合計

    負債・資本合計

負  債  の  部

資  本  の  部
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

（ ）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両運搬具 ～ 年

工具、器具及び備品 ～ 年

（ ）無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 年

（ ）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

引当金の計上方法

（ ）退職給付引当金

本市は、退職手当組合に加入しており、一般会計との取り決めにより、追加

的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、退職給付引

当金は計上していない。

（ ）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額

を計上している。

（ ）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．貸借対照表関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（ 年内に償還予定のものも含む。）の

うち、一般会計が負担すると見込まれる額は 円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示

セグメントの概要

成田市下水道事業は、事業全体をもって単一セグメントとしている。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円
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Ⅲ．セグメント情報の開示

セグメントの概要

成田市下水道事業は、事業全体をもって単一セグメントとしている。

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円
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企 業 債 明 細 書

収 益 費 用 明 細 書

固 定 資 産 明 細 書

令和５年度　成田市下水道事業会計決算添付書類

事 業 報 告 書

キャッシュ・フロー計算書



令和５年度 成田市下水道事業報告書

１ 概 況

（１）総括事項

成田市下水道事業は、市民生活や経済活動に欠かすことのできない必要なライフライ

ンとして、下水道の未普及対策、浸水対策、地震対策等の各事業を行い、健全な下水道

事業運営に努めてまいりました。

イ 業務状況

令和５年度末の水洗化人口は 人で前年度比 人 の増加となり、普及

率は ％で前年度比 ポイントの増加となりました。

また、年間有収水量は ㎥で前年度比 ㎥ の増加となりました。

ロ 建設状況

下水道の未普及対策については、飯仲地区において、汚水管渠の整備工事を実施しま

した。

浸水対策については、土屋地先において、大雨による浸水被害を軽減するために雨水

管渠の整備工事を実施しました。

地震対策については、令和２年度に策定した「成田市下水道総合地震対策計画」に基

づき、根木名川中継ポンプ場耐震補強工事を令和３年度から令和５年度にかけて実施し

ました。

施設の改築・更新事業として、管路・ポンプ場施設の改築工事及びマンホール蓋の更

新工事を実施しました。

ハ 財務状況（消費税抜き表示）

本年度の収益的収支は、下水道事業収益が 円で、内訳は、営業収益が

円、営業外収益が 円、特別利益が 円となりま

した。

また、下水道事業費用は 円で、営業費用が 円、営業外

費用が 円となりました。

この結果、収益的収支差し引きは 円の純利益を計上することとなりました。

次に、資本的収支は、資本的収入額が 円で、内訳は、企業債が

円、出資金が 円、補助金が 円、工事負担金が

円となりました。

また、資本的支出額は 円で、内訳は、建設改良費が 円、

企業債償還金が 円となりました。



令和５年度 成田市下水道事業報告書

１ 概 況

（１）総括事項

成田市下水道事業は、市民生活や経済活動に欠かすことのできない必要なライフライ

ンとして、下水道の未普及対策、浸水対策、地震対策等の各事業を行い、健全な下水道

事業運営に努めてまいりました。

イ 業務状況

令和５年度末の水洗化人口は 人で前年度比 人 の増加となり、普及

率は ％で前年度比 ポイントの増加となりました。

また、年間有収水量は ㎥で前年度比 ㎥ の増加となりました。

ロ 建設状況

下水道の未普及対策については、飯仲地区において、汚水管渠の整備工事を実施しま

した。

浸水対策については、土屋地先において、大雨による浸水被害を軽減するために雨水

管渠の整備工事を実施しました。

地震対策については、令和２年度に策定した「成田市下水道総合地震対策計画」に基

づき、根木名川中継ポンプ場耐震補強工事を令和３年度から令和５年度にかけて実施し

ました。

施設の改築・更新事業として、管路・ポンプ場施設の改築工事及びマンホール蓋の更

新工事を実施しました。

ハ 財務状況（消費税抜き表示）

本年度の収益的収支は、下水道事業収益が 円で、内訳は、営業収益が

円、営業外収益が 円、特別利益が 円となりま

した。

また、下水道事業費用は 円で、営業費用が 円、営業外

費用が 円となりました。

この結果、収益的収支差し引きは 円の純利益を計上することとなりました。

次に、資本的収支は、資本的収入額が 円で、内訳は、企業債が

円、出資金が 円、補助金が 円、工事負担金が

円となりました。

また、資本的支出額は 円で、内訳は、建設改良費が 円、

企業債償還金が 円となりました。
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（２）経営指標に関する事項

〈経営指数の推移〉

経常収支比率

経費回収率

有形固定資産減価償却率

管渠老朽化率

　令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、下水道

使用料収入の増加により前年度比3.65ポイント増の102.28％となりました。また料金水準の

妥当性を示す経費回収率は、前年度比19.67ポイント増の66.17％となりました。

　一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比4.41ポ

イント増の20.80％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は前年度比

4.09ポイント増の17.55％と老朽化が進んでいます。

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%
140.00%
160.00%
180.00%

R1 R2 R3 R4 R5

経常収支比率・経費回収率の推移

経常収支比率 経費回収率

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

80.00%

R1 R2 R3 R4 R5

有形固定資産減価償却率・管渠老朽化率の推移

有形固定資産減価償却率 管渠老朽化率
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議案番号 提出年月日 議決年月日

第19号

第20号

第23号

第35号

第43号

（４）行政官庁認可事項

　　該当事項なし

（５）職員に関する事項

(単位 人)

令和5年度 令和4年度 増 　減 備　　考

事務職員

技術職員

計

（６）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　該当事項なし

令和６年度成田市下水道事業会計予算

（３）議会議決事項

件　　　　　　 名

令和５年度成田市下水道事業会計補正予算
（第２号）

令和５年度成田市下水道事業会計補正予算
（第１号）

令和４年度成田市下水道事業会計決算の認定を
求めるについて

成田市下水道事業の設置等に関する条例及び成
田市水道事業の設置等に関する条例の一部を改
正するについて

（２）経営指標に関する事項

〈経営指数の推移〉

経常収支比率

経費回収率

有形固定資産減価償却率

管渠老朽化率

　令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、下水道

使用料収入の増加により前年度比3.65ポイント増の102.28％となりました。また料金水準の

妥当性を示す経費回収率は、前年度比19.67ポイント増の66.17％となりました。

　一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比4.41ポ

イント増の20.80％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は前年度比

4.09ポイント増の17.55％と老朽化が進んでいます。

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%
140.00%
160.00%
180.00%

R1 R2 R3 R4 R5

経常収支比率・経費回収率の推移

経常収支比率 経費回収率
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60.00%

70.00%

80.00%

R1 R2 R3 R4 R5

有形固定資産減価償却率・管渠老朽化率の推移

有形固定資産減価償却率 管渠老朽化率
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２  工   事

(１)建設工事の概況

工  事  名

(２)改良工事の概況

工  事  名

根木名川雨水４号幹線樋管更新工事
（東町）

5スパン　282.2ｍ

管更生工　

マンホール蓋交換　33箇所

円

雨水マンホール蓋更新工事（ストック
マネジメント）（馬橋地先他）

江川汚水4号支線築造工事（飯仲）

宗吾汚水1号枝管築造工事（宗吾三丁
目）

工事延長　238.0m

管渠工（開削）
円

円

管渠工（開削、推進）

根木名川雨水７号支線築造工事（土屋）
管渠工（推進）

円

円

根木名川雨水7号支線築造工事（寺
台）（ゼロ市債）

管更生工　

マンホール蓋交換　85箇所

4スパン　154.6ｍ

工事延長　98.0m

管渠工（開削）

下水道管路施設改築工事（ストックマ
ネジメント）（中台三丁目他）

円

円

工  事  費

下水道管路施設改築工事（ストックマ
ネジメント）（橋賀台二丁目他）

汚水マンホール蓋更新工事（ストック
マネジメント）（土屋地先他）

円

円

工  事  費 工  事  内  容

工事延長　173.6m

工  事  内  容

2スパン　22.2ｍ

管更生工　

工事延長　197.7m

着工年月日 竣工年月日 備          考

着工年月日 竣工年月日 備          考
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２  工   事

(１)建設工事の概況

工  事  名

(２)改良工事の概況

工  事  名

根木名川雨水４号幹線樋管更新工事
（東町）

5スパン　282.2ｍ

管更生工　

マンホール蓋交換　33箇所

円

雨水マンホール蓋更新工事（ストック
マネジメント）（馬橋地先他）

江川汚水4号支線築造工事（飯仲）

宗吾汚水1号枝管築造工事（宗吾三丁
目）

工事延長　238.0m

管渠工（開削）
円

円

管渠工（開削、推進）

根木名川雨水７号支線築造工事（土屋）
管渠工（推進）

円

円

根木名川雨水7号支線築造工事（寺
台）（ゼロ市債）

管更生工　

マンホール蓋交換　85箇所

4スパン　154.6ｍ

工事延長　98.0m

管渠工（開削）

下水道管路施設改築工事（ストックマ
ネジメント）（中台三丁目他）

円

円

工  事  費

下水道管路施設改築工事（ストックマ
ネジメント）（橋賀台二丁目他）

汚水マンホール蓋更新工事（ストック
マネジメント）（土屋地先他）

円

円

工  事  費 工  事  内  容

工事延長　173.6m

工  事  内  容

2スパン　22.2ｍ

管更生工　

工事延長　197.7m

着工年月日 竣工年月日 備          考

着工年月日 竣工年月日 備          考
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３ 業  務

 (１) 業務量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     

 (２) 事業収入に関する事項　

　

 (３) 事業費に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     

 (４) その他主要な事項

該当事項なし

特 別 利 益 137.5％

営 業 外 費 用 △ 20,141,383 △16.4％

△ 70,469,601 △2.1％

下水道事業 費 用 △ 90,610,984 △2.6％

下水道事業 収 益

営 業 収 益

区　　　 分 当年度決算額 前年度決算額

（単位  円）

比 較

103,631人 101,790人処 理 区 域 内 人 口

普 及 率 0.6ﾎﾟｲﾝﾄ 　　　　 ―

101,175人 99,333人水 洗 化 人 口

区　　　 分
比 較

増 減 比 率

行 政 区 域 内 人 口

令和５年度 令和４年度

132,445人 131,148人

水 洗 化 率 0ﾎﾟｲﾝﾄ 　　　　 ―

有 収 水 量 173,270㎥ 1.7％10,427,473㎥ 10,254,203㎥

増 減 比 率

0.1％

22.7％

△ 300,434,766 △12.8％

（単位  円）

営 業 外 収 益

区　　　 分 当年度決算額 前年度決算額
比 較

増 減 比 率

営 業 費 用
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４  会  計

(単位 円)

（２）企業債の概況 (単位 円)

（３）その他会計経理に関する重要事項

該当事項なし 　 　

５  その他

（１）一般会計負担金等の使途について

　イ　収益的収入

　ロ　資本的収入

東邦建設（株）下水道管路施設改築工事（ストックマネジメント）（中台三丁目他）

江川汚水4号支線築造工事（飯仲） （株）小高興業

汚水マンホール蓋更新工事（ストックマネジメント）（土屋地先他） （株）小高興業

　  ① 国庫補助金 292,138,000円は、工事請負費他（課税仕入）に全額（特定収入）充当した。

    ② 工事負担金 2,234,010円は、工事請負費他（課税仕入）に全額（特定収入）充当した。

　　　 

　  ① 一般会計負担金　289,449,000円は、減価償却費他に 221,167,320円(特定収入以外)、

 　    委託料他（課税仕入）に 68,281,680円(特定収入)をそれぞれ充当した。

区　　分 前年度末残高 当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

企 業 債

宗吾汚水1号枝管築造工事（宗吾三丁目） （株）小高興業

根木名川雨水７号支線築造工事（土屋） 大徳産業（株）

下水道管路施設改築工事（ストックマネジメント）（橋賀台二丁目他） （株）小高興業

根木名川雨水7号支線築造工事（寺台）（ゼロ市債） 東邦建設（株）

（１）重要契約の要旨（2,000万円以上）

契　　約　　の　　内　　容 契 約 金 額 契 約 相 手 方 契約年月日
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（単位　円）

　 　 　 　

　

　

　

　 △1,924,797,889

　

　 △180,523,404

　

　

　

　 △65,889,735

　

　

　 　 △1,081,306,541

△27,050,911

△813,985,442

　

　

一時借入金の返済による支出 △228,400,000

△374,473,523

その他企業債の償還による支出 △5,938,000

　

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資金による収入

資金期首残高

業務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

未収金の増減額（△は増加）

工事負担金による収入

資産減耗費

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

前払金の増減額（△は増加）

令和５年度　成田市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで )

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費
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（単位　円）

　 　 　 　

　

　

　

　 △1,924,797,889

　

　 △180,523,404

　

　

　

　 △65,889,735

　

　

　 　 △1,081,306,541

△27,050,911

△813,985,442

　

　

一時借入金の返済による支出 △228,400,000

△374,473,523

その他企業債の償還による支出 △5,938,000

　

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資金による収入

資金期首残高

業務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

未収金の増減額（△は増加）

工事負担金による収入

資産減耗費

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

前払金の増減額（△は増加）

令和５年度　成田市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで )

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

収    入 （単位 円）

款 項 目 節 金　　額

下水道事

 業収益 営業収益

下水道使用料

下水道使用料

負担金

一般会計負担金

その他負担金

その他営業収益

手数料

営業外収益

他会計負担金

一般会計負担金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

雑収益

下水道用地占用
料

その他雑収益

特別利益

過年度損益修正益

過年度損益修正
益

令和５年度  成田市下水道事業会計収益費用明細書

備    考
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支    出 （単位 円）

款 項 目 節 金　額

下水道事

 業費用 営業費用

管渠費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備消品費

委託料

賃借料

修繕費

保険料

ポンプ場費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備消品費

光熱水費

通信運搬費

委託料

修繕費

負担金

保険料

総係費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備    考
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支    出 （単位 円）

款 項 目 節 金　額

下水道事

 業費用 営業費用

管渠費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備消品費

委託料

賃借料

修繕費

保険料

ポンプ場費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備消品費

光熱水費

通信運搬費

委託料

修繕費

負担金

保険料

総係費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

賞与引当金繰入
額

予算額

備    考 款 項 目 節 金　額

旅費

報償費

備消品費

被服費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

負担金

保険料

貸倒引当金繰入
額

流域下水道事業
維持管理費

流域下水道事業
維持管理費負担
金

減価償却費

有形固定資産
減価償却費
無形固定資産
減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び企
業債取扱諸費

企業債利息

雑支出

還付金

その他雑支出

備    考
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土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

計

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高

施 設 利 用 権

計

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

そ の 他 資 産

計

（１）有形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額

令和６年３月３１日現在

（２）無形固定資産明細書

（３）投資その他の資産明細書

     固   定   資   産

当年度減少額 年度末現在高
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 明   細   書

(単位  円)

当年度増加額 当年度減少額 累       計

(単位  円)

年度末現在高

(単位  円)

令和６年３月３１日現在

年度末償却未済高

備  　　　　　　　　考

備  　　　　　　　　　　　　　考

備       考
減 価 償 却 累 計 額

公益財団法人千葉県下水道公社出捐金
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企 業 債

当年度償還高 償還高累計

平成 6年 3月23日

平成 6年 5月27日

平成 6年10月31日

平成 7年 5月26日

平成 7年10月30日

平成 7年10月30日

平成 8年 5月16日

平成 8年 5月16日

平成 8年 5月20日

平成 8年 7月30日

平成 8年 7月31日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月26日

平成 9年 5月26日

平成10年 5月25日

平成10年 5月25日

平成10年 5月28日

平成10年 5月28日

平成11年 5月25日

平成11年 5月28日

平成11年 5月28日

平成11年 5月28日

平成11年12月20日

平成11年12月24日

平成12年 4月28日

平成12年 4月28日

平成12年 5月26日

平成13年 3月26日

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高

建設改良等の財源に
充てるための企業債
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企 業 債

当年度償還高 償還高累計

平成 6年 3月23日

平成 6年 5月27日

平成 6年10月31日

平成 7年 5月26日

平成 7年10月30日

平成 7年10月30日

平成 8年 5月16日

平成 8年 5月16日

平成 8年 5月20日

平成 8年 7月30日

平成 8年 7月31日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月23日

平成 9年 5月26日

平成 9年 5月26日

平成10年 5月25日

平成10年 5月25日

平成10年 5月28日

平成10年 5月28日

平成11年 5月25日

平成11年 5月28日

平成11年 5月28日

平成11年 5月28日

平成11年12月20日

平成11年12月24日

平成12年 4月28日

平成12年 4月28日

平成12年 5月26日

平成13年 3月26日

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高

建設改良等の財源に
充てるための企業債

明 細 書

令和 6年 3月 1日 財務省

令和 6年 3月25日 財務省

令和 6年 9月25日 財務省

令和 7年 3月25日 財務省

令和 7年 9月30日 郵便貯金・簡易生命保険管理機構

令和 5年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和 6年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 6年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 8年 3月25日 財務省

令和 6年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 8年 3月25日 財務省

令和 7年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 7年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 7年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 9年 3月25日 財務省

令和 9年 3月25日 財務省

令和10年 3月25日 財務省

令和10年 3月25日 財務省

令和 8年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 8年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和11年 3月25日 財務省

令和 9年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 9年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 9年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和 9年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和11年 9月25日 財務省

令和10年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和10年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和12年 3月25日 財務省

令和13年 3月 1日 財務省

償還終期 備   考

令和６年３月３１日現在　　　（単位　円）

未償還残高 発行価額 利率％
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当年度償還高 償還高累計

平成13年 3月29日

平成13年 5月25日

平成13年 5月25日

平成13年 5月30日

平成13年 5月30日

平成14年 5月27日

平成14年 5月30日

平成14年 5月30日

平成14年 9月30日

平成14年10月18日

平成15年 5月26日

平成15年 5月29日

平成15年 5月29日

平成15年 7月30日

平成15年 8月 8日

平成16年 5月27日

平成16年 5月27日

平成16年 5月28日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成18年 5月26日

平成18年 5月26日

平成18年 5月30日

平成18年 5月30日

平成19年 5月24日

平成19年 5月24日

平成19年 5月30日

平成20年 5月27日

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高

建設改良等の財源に
充てるための企業債
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当年度償還高 償還高累計

平成13年 3月29日

平成13年 5月25日

平成13年 5月25日

平成13年 5月30日

平成13年 5月30日

平成14年 5月27日

平成14年 5月30日

平成14年 5月30日

平成14年 9月30日

平成14年10月18日

平成15年 5月26日

平成15年 5月29日

平成15年 5月29日

平成15年 7月30日

平成15年 8月 8日

平成16年 5月27日

平成16年 5月27日

平成16年 5月28日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成17年 5月27日

平成18年 5月26日

平成18年 5月26日

平成18年 5月30日

平成18年 5月30日

平成19年 5月24日

平成19年 5月24日

平成19年 5月30日

平成20年 5月27日

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高

建設改良等の財源に
充てるための企業債

令和11年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和13年 3月25日 財務省

令和13年 3月25日 財務省

令和11年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和11年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和14年 3月25日 財務省

令和12年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和12年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和12年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和14年 9月25日 財務省

令和15年 3月25日 財務省

令和13年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和13年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和13年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和15年 3月25日 財務省

令和16年 3月25日 財務省

令和16年 3月25日 財務省

令和14年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和17年 3月25日 財務省

令和17年 3月25日 財務省

令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和18年 3月25日 財務省

令和18年 3月25日 財務省

令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和19年 3月25日 財務省

令和19年 3月25日 財務省

令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和20年 3月25日 財務省

未償還残高 発行価額 利率％ 償還終期 備   考
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当年度償還高 償還高累計

平成20年 9月25日

平成21年 5月26日

平成21年 5月26日

平成22年 5月26日

平成22年 5月26日

平成23年 5月26日

平成24年 3月26日

平成24年 5月28日

平成25年 5月30日

平成26年 3月27日

平成26年 5月27日

平成27年 3月26日

平成27年 3月26日

平成27年 5月28日

平成28年 3月24日

平成28年 5月26日

平成29年 3月30日

平成29年 3月30日

平成29年 5月25日

平成29年 5月25日

平成29年 5月26日

平成30年 3月26日

平成30年 3月26日

平成30年 5月24日

平成30年 5月24日

平成31年 3月25日

令和 1年 5月27日

令和 1年 5月27日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

建設改良等の財源に
充てるための企業債

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高
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当年度償還高 償還高累計

平成20年 9月25日

平成21年 5月26日

平成21年 5月26日

平成22年 5月26日

平成22年 5月26日

平成23年 5月26日

平成24年 3月26日

平成24年 5月28日

平成25年 5月30日

平成26年 3月27日

平成26年 5月27日

平成27年 3月26日

平成27年 3月26日

平成27年 5月28日

平成28年 3月24日

平成28年 5月26日

平成29年 3月30日

平成29年 3月30日

平成29年 5月25日

平成29年 5月25日

平成29年 5月26日

平成30年 3月26日

平成30年 3月26日

平成30年 5月24日

平成30年 5月24日

平成31年 3月25日

令和 1年 5月27日

令和 1年 5月27日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

建設改良等の財源に
充てるための企業債

種   類 発行年月日 発行総額
償  還  高

令和20年 9月 1日 財務省

令和21年 3月25日 財務省

令和21年 3月25日 財務省

令和22年 3月25日 財務省

令和22年 3月25日 財務省

令和23年 3月25日 財務省

令和24年 3月 1日 財務省

令和24年 3月25日 財務省

令和25年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和26年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和26年 3月25日 財務省

令和12年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和28年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和28年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和29年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和29年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和29年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和14年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和29年 3月25日 財務省

令和30年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和30年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和30年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和31年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和31年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和32年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和32年 3月20日 地方公共団体金融機構

備   考未償還残高 発行価額 利率％ 償還終期
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当年度償還高 償還高累計

令和 1年 5月27日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 6月25日

令和 3年 3月25日

令和 3年 3月30日

令和 3年 3月30日

令和 3年 6月29日

令和 4年 3月30日

令和 4年 3月30日

令和 4年 3月30日

令和 4年10月27日

令和 5年 2月 6日

令和 5年 2月 6日

令和 5年 3月23日

令和 5年 5月11日

令和 5年 9月28日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月28日

令和 6年 3月28日

令和 6年 3月28日

平成29年 5月26日

平成30年 5月25日

令和 1年 5月24日

発行総額
償  還  高

その他の企業債

合　　計

建設改良等の財源に
充てるための企業債

種   類 発行年月日
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当年度償還高 償還高累計

令和 1年 5月27日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 3月26日

令和 2年 6月25日

令和 3年 3月25日

令和 3年 3月30日

令和 3年 3月30日

令和 3年 6月29日

令和 4年 3月30日

令和 4年 3月30日

令和 4年 3月30日

令和 4年10月27日

令和 5年 2月 6日

令和 5年 2月 6日

令和 5年 3月23日

令和 5年 5月11日

令和 5年 9月28日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月25日

令和 6年 3月28日

令和 6年 3月28日

令和 6年 3月28日

平成29年 5月26日

平成30年 5月25日

令和 1年 5月24日

発行総額
償  還  高

その他の企業債

合　　計

建設改良等の財源に
充てるための企業債

種   類 発行年月日

令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和32年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和32年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和32年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和33年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和18年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和33年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和33年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和34年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和34年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和34年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和34年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和19年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和35年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和35年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和35年 9月20日 地方公共団体金融機構

令和36年 3月 1日 財務省

令和36年 3月 1日 財務省

令和21年 3月 1日 財務省

令和36年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和36年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和21年 3月20日 地方公共団体金融機構

令和14年 3月31日 千葉銀行

令和15年 3月31日 成田市農業協同組合

令和11年 3月31日 佐原信用金庫

償還終期 備   考未償還残高 発行価額 利率％
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